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20062006年年33月期決算ハイライト月期決算ハイライト

ADSLADSL・・ISPISP事業は過去最高の利益水準を達成事業は過去最高の利益水準を達成

下半期より契約数が回復し契約数の純増を達成下半期より契約数が回復し契約数の純増を達成

モバイル事業の必要資金をカバーするモバイル事業の必要資金をカバーする3,5003,500億円超の億円超の

資金調達を完了資金調達を完了

解約抑止策の効果により、解約率は予想を下回る解約抑止策の効果により、解約率は予想を下回る

期末配当は期初予想の期末配当は期初予想の1,0001,000円から円から1,3001,300円へ増額予定円へ増額予定

ADSLADSL･･
ISPISP事業事業

ﾓﾊﾞｲﾙ事業ﾓﾊﾞｲﾙ事業

株主還元株主還元
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20072007年年33月期の見通し月期の見通し

20072007年年33月期の配当を月期の配当を1,8001,800円へ増配予定円へ増配予定

四半期配当にも今期から対応四半期配当にも今期から対応

モバイル事業立ち上げに伴う成長に向けた赤字を計上モバイル事業立ち上げに伴う成長に向けた赤字を計上

ADSLADSL・・ISPISP事業は引き続き高い利益水準を維持事業は引き続き高い利益水準を維持

ADSLADSL･･
ISPISP事業事業

財務財務

ADSLADSL･･
ISPISP事業事業

ﾓﾊﾞｲﾙ事業ﾓﾊﾞｲﾙ事業

株主還元株主還元

イーイー･･モバイルとの連携により新たにバックボーン事業を開始モバイルとの連携により新たにバックボーン事業を開始

東名阪エリアにてモバイルデータサービスの提供を開始東名阪エリアにてモバイルデータサービスの提供を開始
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モバイル事業の価値モバイル事業の価値

20052005～～20062006 20072007～～20082008 20092009～～

資金調達資金調達資金調達 投資時期投資時期投資時期 成長時期成長時期成長時期

100%100%

58.1%58.1%300300億円億円

878878億円億円

1,3001,300～～1,4001,400億円億円

企業価値企業価値

設備投資

-2007年3月データ
サービス開始

-2008年3月音声
サービス開始

20062006年上期年上期((予予))

20052005年下期年下期

20052005年上期年上期

46％
~51％

46％
~51％

企業
価値
の向
上

企業
価値
の向
上

企業
価値
の向
上

ｲｰｱｸｾｽ

ｲｰｱｸｾｽ

ｲｰｱｸｾｽ

ｲｰｱｸｾｽ

Equity Value Network Value Subscriber Value
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ADSLADSL・・ISPISP事業利益の株主還元事業利益の株主還元

20072007年年33月期の配当は月期の配当は1,8001,800円（配当性向円（配当性向46.646.6％）を予定。今期より四半期配当に対応％）を予定。今期より四半期配当に対応

配当利回り配当利回り 1.32％ 1.43％

各年度末の株価をベースに算出。

+300円 +500円

1,000円
（+記念配当200円）

1,800円

1,300円

（単体配当性向）（一株当たり配当額、円）

2.29％
**11 **11 **22

**11
**22 2006年4月末日株価 78,600円をベースに計算。

業界最高水準の業界最高水準の
配当利回り配当利回り

29.2%

46.6%

14.6%

0
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株主への利益還元と企業の成長株主への利益還元と企業の成長

株主に対する利益還元をするとともに企業の成長を追及株主に対する利益還元をするとともに企業の成長を追及

イーイー･･アクセスアクセス 連結子会社連結子会社 イーイー･･モバイルモバイル

20072007年年33月期は月期は

単体利益の約単体利益の約5050％を配当で％を配当で

株主に還元株主に還元

四半期配当に対応四半期配当に対応

サービス開始サービス開始55年以内に年以内に

売上売上 3,0003,000億円億円

EBITDA 1,000EBITDA 1,000億円規模への億円規模への

企業の成長を目指す企業の成長を目指す
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売上高売上高

当期純利益当期純利益

EBITDAEBITDA

設備投資額設備投資額

603.5

116.8

101.7

71.2

223.8

68.5

+24.4

+23.7 

+21.0 

△22.3

+14.5

△29.3

減価償却費減価償却費 107.1 △12.2

20062006年年33月期月期

前年同期比（％）前年同期比（％）
実績実績

+4.2 %

+25.5 %

+26.0 %

△23.9 %

+6.9 %

△30.0 %

△10.2 %

579.1 

93.1 

80.7 

93.5 

209.3 

97.8 

119.3 

20052005年年33月期月期

ADSLADSL･･ISPISP モバイルモバイル 連結連結((**))ADSLADSL･･ISPISP
（非連結）（非連結）

ADSLADSL･･ISPISP

－

△23.0

△26.4 

△26.4

△22.4

3.5 

0.5

603.5

93.8

75.3

50.2

201.4

72.0

107.6

＋＋ ＝＝

ADSLADSL・・ISPISP事業は事業はEBITDAEBITDAマージンマージン37.037.0％、営業利益率％、営業利益率19.319.3％を達成％を達成

モバイル免許を取得し、今期からモバイル事業の立上げ費用が発生モバイル免許を取得し、今期からモバイル事業の立上げ費用が発生

当期利益の減少は今年度より税金の支払いが発生したため当期利益の減少は今年度より税金の支払いが発生したため

（単位：億円）

20062006年年33月期実績月期実績

営業利益営業利益

経常利益経常利益

*当期利益に少数株主損失5.4億円の控除を含む。
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20072007年年33月期通期業績予想月期通期業績予想

売上高売上高

営業利益営業利益

経常利益経常利益

当期純利益当期純利益

EBITDAEBITDA

設備投資額設備投資額

560.0 

△32.0 

△63.0 

△13.0

69.0 

937.0 

減価償却費減価償却費 101.0

連結連結(*)(*)

8.0 

807.0 

5.0 

モバイルモバイル

560.0

109.0

97.0 

54.0

205.0

130.0

96.0

20072007年年33月期月期 ((連結）予想連結）予想

ADSLADSL･･
ISPISP

△136.0 

△160.0 

△160.0 

ADSLADSL・・ISPISP事業は引き続き高い利益率を維持事業は引き続き高い利益率を維持

モバイル事業はサービス開始準備のため、ネットワークの先行投資が発生モバイル事業はサービス開始準備のため、ネットワークの先行投資が発生

ADSLADSL事業の契約数は純増予想事業の契約数は純増予想

だが、メタルプラスや低速サーだが、メタルプラスや低速サー
ビスへの移行に伴い、ビスへの移行に伴い、ARPUARPUはは
減少傾向に。減少傾向に。

△141.0 

（単位：億円）

ADSLADSLの設備投資は、バックボーの設備投資は、バックボー
ン事業の投資約ン事業の投資約6060億円を含む。億円を含む。

*売上にセグメント間の内部売上の消去8億円を含む。また当期利益に少
数株主損失93億円の控除を含む。

低低ARPUARPUメニューはランニングメニューはランニング

コストも低いため、営業利益率コストも低いため、営業利益率
は前年度と同レベルの約は前年度と同レベルの約2020％を％を
維持。維持。

モバイル事業はネットワークのモバイル事業はネットワークの
先行投資が発生。先行投資が発生。
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1,665 1,778 1,828 1,850 1,867 1,870 1,895 1,918

347 325 314 300 289 280 270

1,665

2,125 2,153 2,164 2,159 2,175 2,1872,167

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

1,800

2,000

2,200

2004/1Q 2004/2Q 2004/3Q 2004/4Q 2005/1Q 2005/2Q 2005/3Q 2005/4Q

ISP 契約数

ADSL 契約数

契約数の推移契約数の推移

（累計契約数：千回線） ISP事業契約数

ADSL事業契約数

ナローバンド契約数

イー・アクセス以外の
ブロードバンド契約数

※イー・アクセスADSL契約
数は含まない。

メタルプラスとのセット販売やダイヤルアップユーザーの移行促進等によりメタルプラスとのセット販売やダイヤルアップユーザーの移行促進等により
下半期から契約数が回復下半期から契約数が回復
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売上高の推移売上高の推移

（百万円）

メタルプラス向けのサービスやメタルプラス向けのサービスや1M1Mサービスの契約増加しサービスの契約増加し
ARPUARPU及び売上高は期初予想通り微減及び売上高は期初予想通り微減

非 連 結非非 連連 結結 連 結*連連 結結**

AOLAOLののISPISP事業を事業を

営業譲受営業譲受

＊平成18年3月期中間期における子会社イー・モバイルの資本増強及び携帯免許申請に伴い重要性が増したため、平成18年3月期中間期
から連結財務諸表を作成しております。平成18年3月期第1四半期においては連結財務諸表を作成しておりませんでしたが、四半期推移
の情報として掲載しております｡

12,108

14,957 15,385 15,458 15,149 14,85315,219 15,132

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

2004/1Q 2004/2Q 2004/3Q 2004/4Q 2005/1Q 2005/2Q 2005/3Q 2005/4Q
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※営業フリー･キャッシュ･フロー＝ EBITDA -設備投資

EBITDAEBITDAの推移の推移

連結ではモバイル事業の立ち上げ費用が発生しているが、連結ではモバイル事業の立ち上げ費用が発生しているが、下期下期は改善は改善
ADSLADSL･･ISPISP事業の事業のEBITDAEBITDA利益率は高水準を維持利益率は高水準を維持

EBITDAEBITDA及び及びEBITDAEBITDA利益率の利益率の推移推移

((連結）連結）
EBITDAEBITDA及び及びEBITDAEBITDA利益率の利益率の推移推移

(ADSL(ADSL･･ISPISP事業）事業）

非 連 結非非 連連 結結 連結*連連 結結**

（百万円） （百万円）

＊平成18年3月期中間期における子会社イー・モバイルの資本増強及び携帯免許申請に伴い重要性が増したため、平成18年3月期中間期
から連結財務諸表を作成しております。平成18年3月期第1四半期においては連結財務諸表を作成しておりませんでしたが、四半期推移
の情報として掲載しております｡

4,529
5,730 5,625 5,042 4,819

5,754
4,6914,874

37.4% 38.3% 36.6%
32.6% 32.0% 31.0% 31.8%

38.7%

0
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8,000
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EBITDA 利益率 (%)

4,529
5,625 5,206 5,155 5,416

6,604
5,042

5,730

37.4% 35.8%

44.5%

34.1%34.2%32.6%
36.6%38.3%

0

2,000

4,000
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8,000
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EBITDA（ADSL ・ISP）

EBITDA利益率 (%)（ADSL・ISP）
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（百万円）

営業利益営業利益の推移の推移

（百万円）

ADSLADSL・・ISPISP事業は過去最高の営業利益率を達成事業は過去最高の営業利益率を達成

営業利益及び営業利益率の推移営業利益及び営業利益率の推移
（連結）（連結）

営業利益及び営業利益率の推移営業利益及び営業利益率の推移
（（ADSLADSL･･ISPISP事業）事業）

非 連 結非非 連連 結結 連結*連連 結結**

＊平成18年3月期中間期における子会社イー・モバイルの資本増強及び携帯免許申請に伴い重要性が増したため、平成18年3月期中間期
から連結財務諸表を作成しております。平成18年3月期第1四半期においては連結財務諸表を作成しておりませんでしたが、四半期推移
の情報として掲載しております｡

1,793

2,785 2,695
2,036 2,218
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設備投資と営業ﾌﾘｰ設備投資と営業ﾌﾘｰ･･ｷｬｯｼｭｷｬｯｼｭ･･ﾌﾛｰの推移ﾌﾛｰの推移

（百万円）
（百万円）

設備投資額の推移設備投資額の推移 営業ﾌﾘｰ営業ﾌﾘｰ･･ｷｬｯｼｭｷｬｯｼｭ･･ﾌﾛｰﾌﾛｰ※※の推移の推移

メタルプラス対応局数メタルプラス対応局数
の増加に伴い設備投の増加に伴い設備投

資が増加資が増加

※営業フリー･キャッシュ･フロー＝ EBITDA -設備投資

※営業フリー･キャッシュ･フロー＝ EBITDA -設備投資

エリア拡大に伴いエリア拡大に伴い下期は下期は設備投資が増加営業ﾌﾘｰ設備投資が増加営業ﾌﾘｰ･･ｷｬｯｼｭｷｬｯｼｭ･･ﾌﾛｰは顕著に推移ﾌﾛｰは顕著に推移

非 連 結非非 連連 結結 連結*連連 結結** 非 連 結非非 連連 結結 連結*連連 結結**

＊平成18年3月期中間期における子会社イー・モバイルの資本増強及び携帯免許申請に伴い重要性が増したため、平成18年3月期中間期
から連結財務諸表を作成しております。平成18年3月期第1四半期においては連結財務諸表を作成しておりませんでしたが、四半期推移
の情報として掲載しております｡
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バランスシートの状況バランスシートの状況

イーイー･･モバイルの資金調達の結果モバイルの資金調達の結果、連結現預金残高は、連結現預金残高は1,5861,586億円に増加億円に増加
ネットキャッシュはネットキャッシュは637637億円で億円で20052005年年33月末から月末から450450億円増加億円増加

現預金残高

有利子負債

資本合計

総資産

純有利子負債/資本比率

純有利子負債

少数株主持分

（単位：億円）

<連結> 2006年3月末

総資産に
対する比率

期末残高

イーイー･･モバイルの資金調達によモバイルの資金調達によ
りネットキャッシュが増加りネットキャッシュが増加

イーイー･･モバイルモバイル
の少数株主持分の少数株主持分

--

48.9 % 

81.7 % 1,586.5

949.3

△637.2 

518.1

345.4

1,941.7

--

100.0 % 

17.8 % 

26.7 % 

△184.5％

総資産に
対する比率

679.8

期末残高

<単体> 2006年3月末

24.9 % 

--

100.0 % 1,425.1

75.9 % 

66.6 % 

----

18.9 % 

47.7 % 

949.3 

269.5 

355.2

総資産に
対する比率
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I.I. 20062006年年33月期決算の総括月期決算の総括

III.III. 事業展開事業展開

II.II. 20062006年年33月期決算の詳細について月期決算の詳細について
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IV.   IV.   今後の取組み今後の取組み 35 35 ページページ
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IV.   IV.   今後の取組み今後の取組み 33 33 ページページ

35 35 ページページ
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ADSLADSL･･ISPISP事業事業
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ADSLADSL加入者獲得施策加入者獲得施策

①解約抑止策による解約率の改善

2007年3月期も引続きADSL契約数の純増を見込む

②ダイヤルアップユーザー及び非インターネットユーザー獲得の促進

③サービス提供エリアの拡大
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解約率の状況解約率の状況

月間解約率の推移月間解約率の推移 **

*各四半期の月間解約率の平均値

月間平均解約率は引越しなど季節要因や月間平均解約率は引越しなど季節要因やFTTHFTTH拡販による影響で上昇拡販による影響で上昇

3Q3Q：：1.70%1.70% →→ 4Q4Q：：1.95%1.95%（計画値（計画値2.0%2.0%））

解約抑止策を継続して実施解約抑止策を継続して実施

－移転手数料無料－移転手数料無料

－回線クラス変更手数料無料－回線クラス変更手数料無料

－カスタマサポートによる解約抑止－カスタマサポートによる解約抑止

今後の取組み今後の取組み

－提携－提携ISPISPとサポート連携を強化とサポート連携を強化

－－5M5Mメニューを導入し、低速メニューからメニューを導入し、低速メニューから

の無料アップグレードを実施の無料アップグレードを実施

20072007年年33月期も引続き同レベルの解約率を維持し、契約数純増を目指す月期も引続き同レベルの解約率を維持し、契約数純増を目指す

解約抑止策により、年間平均解約率は予想を下回り、解約抑止策により、年間平均解約率は予想を下回り、
ARPUARPU及び売上の及び売上の維持に寄与維持に寄与

1.54% 1.54%
1.69%

1.82% 1.89%
1.75% 1.70%

1.95%

0.00%

0.50%

1.00%

1.50%

2.00%

2.50%

3.00%

2004/1Q 2004/2Q 2004/3Q 2004/4Q 2005/1Q 2005/2Q 2005/3Q 2005/4Q
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ISPISPとの連携及び販売チャネルの強化との連携及び販売チャネルの強化

ISPISPとの連携との連携

KDDIメタルプラスとのセット販売
のチャネルを拡大。 50M 及び10M
サービスを導入

So-netと50Mサービスを2006年3月期
下半期より提供開始

Niftyによる960Kと50Mサービスの
優先販売

ODNと50Mサービスを2006年2月よ
り提供開始

KDDIKDDIメタルプラスとのセット販売メタルプラスとのセット販売
のチャネルを拡大。のチャネルを拡大。 50M 50M 及び及び10M10M
サービスを導入サービスを導入

SoSo--netnetとと50M50Mサービスをサービスを20062006年年33月期月期
下半期より提供開始下半期より提供開始

NiftyNiftyによるによる960K960Kとと50M50Mサービスのサービスの

優先販売優先販売

ODNODNとと50M50Mサービスをサービスを20062006年年22月よ月よ
り提供開始り提供開始

ISPISPとの連携や販売チャネルとの連携や販売チャネルの強化の強化により新規獲得が下により新規獲得が下半半期から回復期から回復

販売チャネルの強化販売チャネルの強化

ダイヤルアップや非インターネットユーザーの獲得を促進ダイヤルアップや非インターネットユーザーの獲得を促進

ビックカメラとの連携を強化ビックカメラとの連携を強化

既存販売チャネルを活用した付既存販売チャネルを活用した付
加価値サービス（サポートサー加価値サービス（サポートサー
ビス、オンライン証券取次ぎ）ビス、オンライン証券取次ぎ）
の提供の提供
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サービスエリアの拡大サービスエリアの拡大

エリア拡大エリア拡大

サービス提供エリアの拡大により新エリアでサービス提供エリアの拡大により新エリアでの契約数を促進の契約数を促進

2006年3月31日に北海道総合通信網株式会社(HOTnet)の
ADSLホールセール事業を譲り受け、2006年6月より釧路エ
リアの4局をイー･アクセス新サービスエリアとして追加予
定。

2007年3月期第1四半期より契約者及び売上が発生。

20062006年年33月月3131日に北海道総合通信網株式会社日に北海道総合通信網株式会社(HOTnet)(HOTnet)のの
ADSLADSLホールセール事業を譲り受け、ホールセール事業を譲り受け、20062006年年66月より釧路エ月より釧路エ

リアのリアの44局をイー局をイー･･アクセス新サービスエリアとして追加予アクセス新サービスエリアとして追加予

定。定。

20072007年年33月期第月期第11四半期より契約者及び売上が発生。四半期より契約者及び売上が発生。

HOTnetHOTnetのの
営業譲受営業譲受

06年3月05年9月05年3月 07年3月(予定)

0

200

400

600

800

1000

1200

1400

1600 開局数

サービスエリア拡大にサービスエリア拡大に
伴い、伴い、3Q3Qから契約純増数がから契約純増数が

加速。加速。

20062006年年33月末の約月末の約1,4501,450局から、局から、
20072007年年33月末までに月末までに
約約1,6001,600局に拡大予定。局に拡大予定。



24

ISPISP事業事業 (AOL)(AOL)への取組みへの取組み

2004年7月の営業譲受から累計で営業
利益21億円を確保し、AOL営業譲受
時の投資額を回収。

ネットワーク構造や販売チャネルの見

直し、ADSL事業とのシナジー効果な
どにより、コスト削減を実施。AOL
事業の利益率は着実に増加。

需要の高いブログに関連した新機能

（Gencheez）を追加。

利益重視モデルへの転換利益重視モデルへの転換利益重視モデルへの転換

（営業譲受前）（営業譲受前）

2006年3月末のブロードバンド比率
は29％の目標を達成。
学生のブロードバンド利用促進のた

め学割BBキャンペーンを実施。

AOLブロードバンド比率AOLAOLブロードバンド比率ブロードバンド比率

AOLのブロードバンド比率AOLAOLのブロードバンド比率のブロードバンド比率

1Q/2004 2Q/2004 3Q/2004 4Q/2004 1Q/2005 2Q/2005 3Q/2005 4Q/2005

1313％％

2525％％
2727％％ 2828％％ 2929％％

1616％％
1919％％

2121％％

AOLAOLの利益率は着実に改善。営業譲受からの利益率は着実に改善。営業譲受から11年年99ヶ月で投資額を回収ヶ月で投資額を回収

世界の世界の““今今””がが
わかるブログわかるブログ

ポータルサイトポータルサイト
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モバイル事業モバイル事業
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2012年3月期に、500万人獲得加入者数

2012年3月期に、年間売上高3,000億円超売上高

2010年3月期に、EBITDA黒字化
2011年3月期に、当期利益単年度黒字化

黒字化達成

2012年3月期に、EBITDAマージン30％超EBITDA マージン

2012年3月期までに、設備投資額累計額 約2,500億円
同期間で、加入者当り設備投資額累計額 5万円～6万円

設備投資

データサービス 2007年3月期
音声サービス 2008年3月期

サービス開始時期

イーイー･･モバイル事業計画モバイル事業計画
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事業展開スケジュール（予定）事業展開スケジュール（予定）

-Y1 Y0 Y1 Y2 Y3 Y4 Y5

単年度黒字化

加入者500万

EBITDA黒字化

加入者300万

データサービス開始

音声サービス開始

3月 3月

事業計画事業計画

財務計画財務計画

1.7Ghz免許取得

11月

株式による
資金調達

銀行借入等
資金調達

新事業立ち上げのため一時的な赤字の発生を見込むが、サービス開始
3年目でEBITDA黒字化、4年目で当期利益の黒字化を目指す

FY3/2006 FY3/2007 FY3/2008 FY3/2009 FY3/2010 FY3/2011 FY3/2012

-Y1 Y0 Y1 Y2 Y3 Y4 Y5
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TBSTBS
Goldman SachsGoldman Sachs
三井物産、等三井物産、等

事業会社事業会社
金融機関金融機関等等

ノンリコースファイナンスノンリコースファイナンス
（最長７年）（最長７年） リース調達リース調達

エクイティ資金調達エクイティ資金調達

デット資金調達デット資金調達

1,300 ~ 1,300 ~ 1,1,400400億円億円

2,500 ~ 2,7002,500 ~ 2,700億円億円

（（500500億円億円~600~600億円）億円） （（646646億円）億円） （（140140億円億円~240~240億円）億円）

（（22002200億円）億円） （（300300億円億円~500~500億円）億円）

資金調達ストラクチャー資金調達ストラクチャー

モバイル事業で必要となるモバイル事業で必要となる3,5003,500億円超の事業資金を確保億円超の事業資金を確保

イーイー･･アクセス持分アクセス持分
46%46%～～51%51%

（（500500億円億円~600~600億円）億円） （（646646億円）億円） （（140140億円億円~240~240億円）億円）

銀行銀行 リース会社リース会社
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ネットワーク構成ネットワーク構成

Internet

Intranets

Core 
Network

NodeBsNodeBsNodeBs

NodeBｓNodeBNodeBｓｓ

RNCRNC

MSCMSC

PSTN

HLRHLR

RNCRNC

NodeBsNodeBsNodeBs

MSCMSC

GGSNGGSN

MGWMGW

NodeBｓNodeBNodeBｓｓ

コアネットワークコアネットワーク
全国

無線ネットワーク無線ネットワーク
東名阪東名阪

エリクソン社との提携により最先端の高速データ通信技術エリクソン社との提携により最先端の高速データ通信技術HSDPAHSDPAを導入しを導入し

競争力と安定性の高いネットワークの実現を目指す競争力と安定性の高いネットワークの実現を目指す
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次世代携帯電話端末コンセプト次世代携帯電話端末コンセプト

戦略的データ端末

小型・軽量端末 高機能音声端末

新
規
市
場
開
拓

チ
ャ
ー
ン
ユ
ー
ザ
ー
獲
得

高機能(機能コンシャスユーザー向け)低価格(価格コンシャスユーザー向け)

イー・モバイルの象徴となる端末

既存事業者が注力していない
コンセプトで新規市場開拓へ

高スペックと先進性を具備した端末スマートでデザイン性の高い端末

ユーザーに呼応する魅力的な
機能

リーズナブルな料金を支え、スマー
トに保有できる薄型･軽量端末

モジュールモデル

PC/ゲーム機/メーター等に
通信機能を付加

非通信機器への通信機能の付加や
通信機能搭載機器の3G化

モジュールモデルからハイエンドまで幅広いニーズに対応する端末を検討



31

端末展開ロードマップ端末展開ロードマップ

・データサービス開始
（下り 基地局：14.4Mbps

端末： 3.6Mbps）

・音声、アプリサービス開始
-コンテンツ配信、決済サービス
-WEB、メール、アプリサービス

・コンバージェンス
-通信のシームレス化

次世代サービスへ次世代サービスへ
・端末14.4Mbps対応
・Super3G(30-100Mbps)

データ通信カード

HSDPA対応 データカード端末

高機能音声端末

シームレスサービス

音声・データ・アプリケーションの同期

非通信機器の３G化

エンベデッドモジュール

・スマート ・デザイン性

小型・軽量端末

・高スペック ・先進性

Ｎ
Ｗ

サ
ー
ビ
ス

High Speed DataHigh Speed Data

Voice & ApplicationsVoice & Applications

SeamlessSeamless

端
末
展
開
ロ
ー
ド
マ
ッ
プ

FY3/2007 FY3/2008 FY3/2009 FY3/2010 and  later

戦略的データ端末

・イー・モバイルの象徴
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販売戦略販売戦略 ~~チャネル展開方針チャネル展開方針~~

提携ISPs

Web ダイレクトマーケティング
テレマーケティング

全国家電量販・GMS
(15社全国1,300店以上)

主要家電量販との資本関係構築
(ヨドバシカメラ、コジマ、ビックカメラ)

家電量販店・GMS

提携ISP (3社 約8,400千人)

その他(強力なブランド・販路・顧客基盤
を有する企業)

ADSL事業で強固な関係を構築した家電量販・GMSを中心に、リアルチャネルの更なる拡大を推進。
提携ISPを中心に、その既存会員及び支持基盤へのアプローチが可能な販売チャネルの構築。
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I.I. 20062006年年33月期決算の総括月期決算の総括

IV.   IV.   今後の取組み今後の取組み

II.II. 20062006年年33月期決算の詳細について月期決算の詳細について

3 3 ページページ

33 33 ページページ

9 9 ページページ

III.III. 事業展開事業展開 18 18 ページページ

＜＜AppendixAppendix＞＞ 35 35 ページページ
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20072007年年33月期の取組み月期の取組み

<ADSL<ADSL事業事業>>

契約数の純増契約数の純増

高利益水準を維持高利益水準を維持

ﾊﾞｯｸﾎﾞｰﾝ事業による新たな収益源の開拓ﾊﾞｯｸﾎﾞｰﾝ事業による新たな収益源の開拓

<ISP<ISP事業事業(AOL)>(AOL)>

接続ビジネスからコンテンツビジネス強化へ接続ビジネスからコンテンツビジネス強化へ

<<モバイル事業モバイル事業>>

商用サービス開始に向けネットワークを構築商用サービス開始に向けネットワークを構築

20072007年年33月のデータサービス開始予定月のデータサービス開始予定



35

＜＜AppendixAppendix＞＞

I.I. 20062006年年33月期決算の総括月期決算の総括

II.II. 20062006年年33月期決算の詳細について月期決算の詳細について

3 3 ページページ

11 11 ページページ

III.III. 事業展開事業展開 18 18 ページページ

IV.   IV.   今後の取組み今後の取組み 33 33 ページページ

3535ページページ



36

新社長候補のご紹介新社長候補のご紹介
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イー・アクセス新社長候補のご紹介イー・アクセス新社長候補のご紹介

代表取締役社長兼代表取締役社長兼COOCOO候補候補 安井敏雄安井敏雄((やすいとしおやすいとしお))

19431943年年55月月1414日生まれ（日生まれ（6262歳）歳）

19661966年年33月月 京都大学工学部電子工学科卒京都大学工学部電子工学科卒

19721972年年22月月 米国イリノイ大学コンピュータサイエンス米国イリノイ大学コンピュータサイエンスPhDPhD（博士）（博士）

19721972年年1010月月 日本日本IBMIBM株式会社入社。米国ノースカロライナ州株式会社入社。米国ノースカロライナ州
Research Triangle ParkResearch Triangle ParkののIBMIBM通信開発研究所に赴任通信開発研究所に赴任

19851985年年11月月 日本日本IBMIBM NMSNMS--VANVANネットワークサービス事業部長ネットワークサービス事業部長

19871987年年11月月 日本日本IBMIBM大和研究所長大和研究所長

19931993年年33月月 IBM/IBM/東芝東芝 液晶製造合弁液晶製造合弁DTIDTI社社 代表取締役副社長代表取締役副社長

19951995年年1010月月 米国ウエスタンデイジタル社日本法人米国ウエスタンデイジタル社日本法人 代表取締役社長代表取締役社長

19991999年年66月月 米国ソレクトロン社日本法人米国ソレクトロン社日本法人 代表取締役社長代表取締役社長

20042004年年44月月 法政大学大学院ビジネススクール客員教授法政大学大学院ビジネススクール客員教授

20042004年年66月月 イー・アクセス株式会社イー・アクセス株式会社 取締役取締役

※2006年6月22日に開催予定の定時株主総会の承認を経て就任予定。
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代表取締役会長兼CEO
千本倖生

代表取締役会長兼代表取締役会長兼CEOCEO
千本倖生千本倖生

代表取締役副社長兼CFO
エリック・ガン

代表取締役副社長兼代表取締役副社長兼CFOCFO
エリック・ガンエリック・ガン

元ゴールドマン・サックス
マネージングディレクター
通信セクターアナリスト

元ゴールドマン・サックス
マネージングディレクター
通信セクターアナリスト

イー･モバイル代表取締役社長
元KDDI代表取締役副社長
イー･モバイル代表取締役社長
元KDDI代表取締役副社長

DDI（現KDDI）共同創業者
元DDI取締役副社長
元DDIポケット代表取締役社長

DDI（現KDDI）共同創業者
元DDI取締役副社長
元DDIポケット代表取締役社長

ポール・レイノルズポール・レイノルズポール・レイノルズ ウィリアム・L・スミスウィリアム・ウィリアム・LL・スミス・スミス レイモンド・クォックレイモンド・クォックレイモンド・クォック

BTホールセールCEO
ブリティッシュテレコム役員

BTホールセールCEO
ブリティッシュテレコム役員 米国ベルサウスCTO米国ベルサウスCTO サンホンカイ

ヴァイス・チェアマン

サンホンカイ
ヴァイス・チェアマン

國領 二郎國領國領 二郎二郎

法政大学大学院客員教授。
元ソレクトロンジャパン
代表取締役社長

法政大学大学院客員教授。
元ソレクトロンジャパン
代表取締役社長

慶應義塾大学環境情報学部教授慶應義塾大学環境情報学部教授

田代 守彦田代田代 守彦守彦

元トーメン取締役社長元トーメン取締役社長

【社外取締役5名】

代表取締役社長兼COO
安井 敏雄

代表取締役社長兼代表取締役社長兼COOCOO
安井安井 敏雄敏雄

新取締役体制新取締役体制（（66月月2222日以降予定）日以降予定）

※2006年6月22日に開催予定の定時株主総会の承認を経て就任予定。

取締役

種野晴夫

取締役取締役

種野晴夫種野晴夫
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